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京大東アジアセンターニュースレター   第 320 号
(旧・「京大上海センターニュースレター」) 































日時 2010 年 7 月 12 日(月) 午後 1時～1時 45 分 























2010 年 7 月 12 日(月) 14 時 
京都大学百周年時計台記念館国際交流ホール 
 
司会 京都大学大学院経済学研究科教授 塩地 洋 
 
14:00-14:15 
挨拶 京都大学大学院経済学研究科長  田中秀夫    
14:20-15:00 
日本貿易振興機構(JETRO）海外調査部長 高橋 俊樹   アジア新興国に於ける日本企業の市場戦略    
15:00-15:40 
トヨタ自動車    藤井 真治   永遠に期待される国から、本当に期待される国へ 
(元トヨタ･アストラモーター 副社長)           ――インドネシアの自動車市場の展望――    
15:50-16:30 
タマサート大学 講師  ソーポン･チタサッチャー  タイにおける中国と日本の企業と製品    
16:30-17:10 
京都大学大学院経済学研究科 教授  大西 広    ラオスにおける中国商人の活動と摩擦    
17:10 
閉会挨拶 京都大学東アジアセンター協力会会長 森瀬正博 
 
17:30-19:00 
懇親会  法経総合研究棟 2階大会議室 
司会 京都大学東アジア経済研究センター協力会 宇野輝 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター・センター長 劉 徳強 









  時 間： 2010 年 6 月 15 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3階第 3教室 




 前期： 4 月 20 日（火）、 5 月 18 日（火）、 6 月 15 日（火）、7月 20 日（火） 










第 11 回 中国経済研究会 
  時 間： 2010 年 7 月 20 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3階第 3教室 
  報告者： 中川涼司（立命館大学国際関係学部教授） 











開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター・センター長 劉 徳強 
 
沈 芸峰 厦門大学管理学院院長、教授 
「海西経済の発展状況及びそのチャンス」 
 
塩地 洋 京都大学経済学研究科教授、東アジア経済研究センター・副センター長 
         「トヨタ生産方式と継続的改善活動」 
 
朱 平輝 厦門大学管理学院准教授 
「中国企業の多国間オペレーティングモデル」 
 
大西 広 京都大学経済学研究科教授 
「戦後日本企業経営者とマルクス経済学」 
 



























































た携帯電話や電気製品を    
≪チムールの銅像前で≫                                ≪アブサヒ卸売市場前で≫   








































































































































                                                             
６．参考資料。 
・人口 ： 約２７５０万人 
・面積 ： 約４４万７千万平方ｋｍ 
・人口密度 ： ５９人／１平方ｋｍ 
・公用語 ： ウズベク語 





































































































青海民族大学に玉樹出身の学生が 331 人が在籍しているが、うち 275 人が家が倒壊するなどの被害を受け
た。そのうち 9人が直系親族（親）を失っており、完全に経済的な支えが無くなっている。授業料は年 3200





































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 8.7 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2008 年              
 4 月  15.7 22.0 8.5 25.4 164 21.8 26.8 ▲16.7 52.7 16.9 14.7 
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年             
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
